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研究要旨 

【背景と目的】群馬県こころの健康センターでは平成 25年 3月からCRAFTを参考として開発した依存症家族支

援プログラムGIFT（Gunma Izonsyou Family Training）を実施しており、本研究はその有用性の評価を目的とした。 

【方法】平成 27年 5月から 11月までに同施設のプログラムに参加した 24名に対し自記式アンケートを行い、3

回以上参加した 14名を対象としてプログラム参加前及び 3回参加後の変化を検討した。 

【結果】K10は 13.6点から 9.2点へと改善し（p=0.006）、プログラム参加者の半数以上で、本人とのトラブル状

況やコミュニケーション、乱用状況のいずれも改善を認め、依存症者への対応知識の習得に役立つ可能性が示唆

された（p=0.086）。一方で、RSES-Jや本人の治療状況には有意な変化は認めなかった。 

【考察】本研究は、CRAFT を参考にした依存症家族支援プログラムの有効性に関する検証を試みたものとして

は国内最初の研究である。対象数や研究デザインなどの限界からその知見はあくまでも予備的なものにとどまる

が、本研究では、GIFTが少なくとも家族の精神状態の改善に寄与している可能性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 

  

 平成 25 年に公表された第四次薬物乱用防止五か

年戦略の戦略目標として家族への支援の充実強化に

よる再乱用防止の徹底が掲げられており、その中で、

家族等が地域で孤立することなく、薬物乱用・薬物

依存症に関する知識を経て、適切な対処方法等につ

いて理解することが重要とされている。しかしなが

ら、現状では国内の依存症者の家族に対する支援に

おいては、支援担当者の経験的な助言や指導が中心

となっていることがほとんどであり系統的な指導・

教育方法が普及しているとは言い難く、課題は山積

している。 

 そこで、本分担研究最終年度にあたる今年度は、

依存症者家族支援のためのプログラムに関する研究

を行った。精神保健福祉センターはわが国では依存

症者家族の相談・支援に対応することを求められて

いる行政機関であるが、現状では、その多くは依存

症者家族に特化した、構造化されたプログラムを持

たず、相談事例に応じた個別相談に終始する傾向が

ある。 

 しかしそのような中で、群馬県こころの健康セン

ターでは、CRAFT（Community Reinforcement and 

Family Training：コミュニティ強化アプローチと家族

トレーニング）1) 2)を参考に、同センターの依存症家

族教室内のプログラムとして継続的に運用可能な様

式に修正した依存症者家族に対する集団認知行動療

法プログラム「GIFT（Gunma Izonsyou Family 

Training：ぐんま依存症ファミリートレーニング）」
3) 4) を実施している。このプログラムは、本来個別

プログラムである CRAFTを集団プログラムに改変

し、人的資源に制限のある精神保健福祉センターで

も実施できるコンパクトな内容となっている。今年

度は、GIFT開発者である今井の協力を得て、その効

果検証を試みることにした。 

 本研究では、行政機関などで簡便に実施できる系

統的な依存症家族支援プログラムの開発および普及

の足がかりとして、同施設のプログラム参加者を対

象として自記式アンケート調査を行い、プログラム

参加者の特徴を明らかにするとともに、GIFTの有用

性および課題について検討を行った。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

1. CRAFTとGIFTについて 

 研究方法の詳細について述べる前に、CRAFT お

よびGIFTなついて簡単に説明をしておきたい。 

 CRAFT とは、治療を拒否している物質依存症者

を抱える家族を対象とした行動分析と対応に関する

トレーニング法として開発された認知行動療法プロ

グラムである。CRAFT は依存症者本人（以下、本

人）が治療につながること、物質使用量を減らすこ

と、家族自身の生活を豊かにすることの 3点を目標

にしている。 

 CRAFT は、従来の依存症者の家族に対する指導

とは大きく異なる治療理念にもとづいている。従来

の家族への指導では、家族が本人への援助やかかわ

りを断つことによって、本人を困難な現実に直面さ

せ、本人の「底つき」を促すというように、本人と

の分離や対立、本人への直面化を促す対応がなされ

てきた。しかし、CRAFT はそれとは全く異なる観

点から家族のあり方を捉え直している。すなわち、

CRAFT においては、家族は、本人のことで困って

おり治療につなげたいという動機を持っており、本

人のことをよく知っており本人への影響力も強い存

在であり、本人を治療に参加させるための重要な協

力者として位置づけられている。そのような捉え方

に基づいて、家族が本人への対応方法を整理し、活

発でポジティブに関わることを通して目標の達成を

目指すのである。 

 次に、GIFTに関する説明をしたい。GIFTは、群

馬県こころの健康センターにおける依存症家族教室

のメインプログラムである。本プログラムはオープ

ングループとして月 1回実施されており、1クール 6

回のセッションから構成されている。プログラムは

途中回からの新規参加や、過去に家族教室に参加し

たことのある方の参加も随時受け入れる形で運営さ

れている。 

 各回の概要は以下の通りである。 



①トラブルマップで問題を解決する 

家族が本人のどういった行動に影響を与えること

ができ、また、影響を与えることができないのかに

ついての理解を促し、無用なトラブルを避けること

や物質使用関連行動を減らすための行動変容の仕方

について学ぶ。 

②暴力への対応と限界設定 

 暴力の原因や起こり方のパターン、暴力への対処

の仕方や本人との大きな約束事の設定の仕方などに

ついて学ぶ。 

③ポジティブコミュニケーション 

 本人とのコミュニケーションを改善するための言

葉がけの仕方などについて学び、テキストの音読練

習を行う。 

④関わり方の整理 

 本人にしてあげていること（イネイブリング）に

ついて再考し、本人への関わり方の整理を促す。ま

た、本人との前向きな関係を築くことや本人を治療

に動機づけるために必要なスキルを学ぶ。 

⑤自分の生活を豊かにする 

 家族自身の最近の楽しみや、これまでの楽しみ、

してみたいこと、頼れる相手などについて話し合い

を行いながら「私の資源」として図にまとめあげ、

意識的な資源の活用を促す。 

⑥本人に治療を勧める  

 本人への治療の勧め方や必要な準備、治療を勧め

やすいタイミングについて学び、ロールプレイを行

う。 

 

2．調査対象 

 本調査では、平成 27年 5月から平成 27年 11月ま

での 7か月間に群馬県こころの健康センターの依存

症家族教室 1 回以上参加した実人数 24 名（男性 4

例、女性 20例）を対象候補者とした。 

その平均年齢［標準偏差］は、62.3 歳［10.2］歳

であった。家族と依存症者本人の関係は、子ども 12

名（50.0%）、配偶者 6名（25.0％）、同胞 3名（12.5%）、

親 2名（8.3%）、その他 1名（4.2%）であり、依存

症者本人の接点としては、同居中が 13名（54.2％）、

頻繁に連絡を取り合うものが 1 名（4.2%）、時々連

絡を取り合うものが 7 名（29.2%）、あまり（全く）

連絡を取らないものが 3名（12.5%）であった（表 1

参照）。依存症者本人の性別は男性 17 名（70.8％）、

女性 7名（29.2%）、平均年齢は 48.2［12.7］歳であ

り、最近の乱用状況としては重複使用も含めてアル

コール 14名（58.3%）、ギャンブル 7名（29.2%）、

処方薬 4名（16.7%）、市販薬 3名（12.5%）、大麻 1

名（4.2％）、その他窃盗癖など 3名（12.5%）であっ

た（表 1参照）。また、依存症者本人の現在の利用資

源としては重複を含めて一般精神科通院が 9 名

（37.5%）、依存症専門病院通院、民間施設入所、自

助グループ利用、刑務所がそれぞれ 1名（4.2%）で

あった（表 1 参照）。また、対象候補者のうち、11

名は調査期間前にプログラム参加を開始しており、5

名が調査開始時にプログラム参加を開始し、8 名が

調査期間内の途中回からプログラム参加を開始して

いた。 

本研究においては、対象候補者 24名中、調査期間

内に3回以上プログラムに参加した14名を最終的な

対象として解析を行った。その理由は、プログラム

参加開始時期が対象候補者ごとに異なること、そし

て、調査期間内の途中回から参加を開始した者も少

なくないこと、さらには、調査期間が短期間であっ

たことから、十分な対象者をリクルートすることが

困難であった。そこで、少しでも対象者数を増やす、

解析可能なサンプルサイズを得るために、「3回以上」

という条件を設定せざるを得なかったからである。 

 

3．調査項目 

1） 対象群（3回以上参加）と非対象群（3回未満参

加）のプロフィールの差異 

対象候補者のうち、調査期間内にプログラムに 3

回以上参加した対象群と 3回未満の参加にとどまっ

た非対象群の背景情報の違いを明らかにするため、

両群の依存症者本人および家族の年齢、性別、両者

の関係性、依存症者本人の依存対象や利用資源、生

活場所などの項目についての自記式アンケート調査

をもとに比較検討を行った。 

2） 依存症者本人と家族の接点および依存症者本人



の状況の変化 

調査期間内にはじめてプログラムに参加する前お

よび、プログラム 3回参加後に自記式アンケートを

行い、依存症者本人と家族の接点、依存症者本人の

乱用状況及び利用資源、生活の場所の変化に関して

比較検討を行った。 

3） 依存症に関する知識や対処行動、精神状態や依

存症者本人との関係性の変化 

 調査期間内にはじめてプログラムに参加する前お

よび、プログラム 3回参加後に以下の独自の自記式

アンケートを行い、各項目の点数の推移に関して検

討を行った。アンケートは、①依存症について必要

な知識がある、②依存症者本人への対応の仕方につ

いて必要な知識がある、③依存症者本人に不安なく

接することができる、④依存症者本人の問題行動へ

の対処ができる、⑤ご家族自身、精神的に良好な状

態である、⑥ご家族自身、いまの生活に満足してい

る、⑦依存症者本人と良好なコミュニケーションが

とれている、⑧依存症者本人が依存症の問題にしっ

かりと向き合えている、の 8項目からなり、選択肢

は「1.思わない」、「2.あまり思わない」、「3.どちらで

もない」、「4.ややそう思う」、｢5.そう思う｣の 5段階

評価としたものである。 

4） プログラムの有効性に関する参加者の主観的評

価 

プログラム 3回参加後に以下の独自の自記式アン

ケートを行い、結果について検討した。アンケート

は家族がプログラムに参加をはじめてからの変化に

ついて、①不適切使用（乱用）、②依存症者本人から

の暴言や暴力、また本人との衝突、③依存症者本人

とのコミュニケーションの 3項目を「悪化した」「少

し悪化した」「かわらない」「少し改善した」「改善し

た」の 5段階で評価するものであるが、依存症者本

人と家族とで接点がない場合には「接点なし」とし

て扱った。 

5） 家族教室参加者の自尊心の状態および精神的健

康度の変化 

調査期間中、毎回プログラム実施前に自記式アン

ケートである日本語版 Rosenberg 自尊心尺度

（RSES-J）およびＫ10質問票日本語版（K10）を実

施した。本研究においては、調査期間内にはじめて

プログラムに参加した時点およびプログラム 3回参

加時点の得点の推移について検討を行った。 

①日本語版Rosenberg自尊心尺度（RSES-J）5) 

 Rosenberg自尊心尺度（The Rosenberg Self Esteem 

Scale; RSES）は自尊感情を測定するためにRosenberg

ら（1965）によって開発された尺度であり、Miura

＆Griffiths（2007）により日本語版が作成され、その

信頼性および妥当性が確立されている。全 10項目か

らなり、採点方法は各項目の評価を 0点から 4点と

して、全項目の合計得点を算出するものである。最

小得点は 0点、最高得点は 40点であり、得点が高い

ほど自尊心の状態が良好と評価される。 

②K10質問票日本語版（K10）6) 7) 

K10質問票（Kessler Psychological Distress Scale）は

精神的健康あるいは心理的ストレス反応の指標とし

てKesslerら（2002）によって開発された評価尺度で

あり、気分障害および不安障害のスクリーニングに

おいても有効とされている。日本語版は古川ら（2003）

によって作成され国内においても標準化されたもの

であり、全 10 項目からなる。採点方法は各項目 5

段階の評価を 0点から 4点として、全項目の合計得

点を算出するものである。最小得点は 0点、最高得

点は 40点であり、得点が低いほど精神的健康度が高

いと評価され、カットオフ値は 25点（気分障害ある

いは不安障害の罹患率 50%）とされる。 

 

4．統計学的解析 

 本研究では、年齢やRSES-J、K10の得点などの連

続量とみなしうる変数の2群間比較にはStudent-t検

定を、質的変数の比率に関する 2群間検定において

は対象数の少なさを考慮して Fisherの直接法を、上

記 3）の選択肢は順位尺度であり連続量とは見なせ

ないことから、対応のあるWilcoxonの符号付き順位

検定を用いた。 

 統計学的解析には、IBM SPSS ver19 for Windows

を用い、いずれの解析においても両側検定で 5%未

満の水準を有意とした。 



 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、群馬県こころの健康センター倫理委員

会の承認を得て実施した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

1. 対象群（3 回以上参加）と非対象群（3 回未満参

加）のプロフィールの差異（表 2） 

 表 2に示した通り、依存症者本人および家族の年

齢や関係性、依存症者と家族の接点、依存症者本人

の最近の乱用物や現在の利用資源、生活場所に関し

ては両群間で有意差は認められなかった。有意差が

認められた項目は家族の性別のみであり（p=0.020）、

男性の場合には参加中断率が高く、女性のほうが継

続参加が得られやすい傾向を認めた。また、依存症

者本人が最近もギャンブル依存の状態にある参加者

はそれ以外の場合に比べて参加中断率が高い傾向が

示唆された（p=0.085）。対象群および非対象群は調

査期間内のプログラム参加回数で分けたものである

が、全 7回のプログラム実施のうち、平均参加回数

［標準偏差］は対象群で 4.1［1.0］、非対象群で 1.1

［0.3］であった。 

 

2. 依存症者本人と家族の接点および依存症者本人

の状況の変化（表 3） 

 依存症者本人と家族の生活場所や接点、依存症者

本人の乱用物に関しては変化が見られなかった。依

存症者本人の利用資源に関しては、依存症専門病院

の利用状況の変化に有意差は認められなかったが

（p=0.317）、対象群 14名のうち 1名から 3名に増加

していた。 

 

3. 依存症に関する知識や対処行動、精神状態や依存

症者本人との関係性の変化（表 4） 

 調査期間内にプログラムに初めて参加をする前と

3 回参加後とで各項目の比較を行ったが有意差のあ

る項目は認められなかった。しかしながら、［2］依

存症者本人への対応の仕方について必要な知識があ

る（p=0.086）、および、［5］ご家族自身、精神的に

良好な状態である（p=0.071）の 2つの項目に関して

は有効な傾向が示唆された。 

 

4. プログラムの有効性に関する参加者の主観的評

価（表 5） 

 調査期間内にプログラムに3回参加後の14名の対

象者のうち、各項目について「少し改善した」およ

び「改善した」と感じている家族の割合は、「本人の

不適切な使用（乱用）」および「依存症者本人からの

暴言や暴力、または本人との衝突」についてはそれ

ぞれ 8 名（57.1%）、また、「依存症者本人とのコミ

ュニケーション」に関しては、9名（71.4%）であっ

た。 

 

5. 家族教室参加者の自尊心の状態および精神的健

康度の変化（表 6） 

 RSES-Jの平均得点［標準偏差］については、調査

期間内の初回参加時には 23.6点［7.0］、3回目参加

時では 23.6点［8.1］であり有意な変化は認められな

かった（p=1.000）。一方で、K10 の平均得点［標準

偏差］については、調査期間内の初回参加時には 13.6

点［11.5］、3回目参加時では 9.2点［11.1］であり、

いずれも気分障害および不安障害のスクリーニング

カットオフ値 25点を大きく下まわっており、前後比

較においては有意な改善を認めた（p=0.006）。 

 

 

Ｄ．考察 

 

1．プログラム参加者および依存症者本人の特徴と行

政におけるプログラムの提供に関して 

 依存症者本人の最近の乱用物としてはアルコール

が最も多く、次にギャンブル、処方薬や市販薬、窃

盗癖その他と続いた。これは各依存症の罹患率と比

較して矛盾のない結果と言える。また、違法薬物使

用中の者はわずかであったが、これについては家族

が警察騒ぎなどを恐れて相談しづらい状況を反映し

ている可能性も否めない。保健所や精神保健福祉セ

ンターにおいては少ないマンパワーで支援を実施す



るようにせまられることや参加対象者の人数を確保

すること、また今後、刑の一部執行猶予制度施行に

あたり薬物依存症に対する支援の拡充が図られるこ

となどを総合的に考えれば、まずはアルコールや薬

物を中心に幅広い参加者に対応可能なプログラムを

準備し、普及させることが当面の課題と考える。 

その一方で、今回の調査においてはプログラム 3

回未満の参加にとどまった非対象群の平均参加回数

は 1.1回となっており、1度参加してみただけで終わ

ってしまう傾向があり、特に男性参加者と乱用物が

ギャンブルの場合に脱落しやすい特徴がみられた。

筆者の経験的には、男性参加者は主に夫婦で参加す

ることが多く、女性中心のコミュニティの中で夫婦

同時参加のために居心地悪く過ごす場合が少なくな

い。グループを複数に分けることが可能な場合には、

夫婦参加用のグループや男性グループを独立させた

ほうがプログラム脱落者を減らせるだろう。 

なお、ギャンブルに関しては、物質使用障害を問

題にしている参加者が多いため参加者の中で少数派

になってしまうことや、プログラム内の説明や例題

が物質使用障害を念頭にしたものであることから違

和感を覚える家族が少なくないという印象がある。

したがって、可能であればグループ、プログラムと

もに独立させたほうが効果は上がる可能性が高いと

考えられる。 

 

2．GIFTの有効性について 

 今回の調査ではプログラムに継続して参加するこ

とで、精神的健康度が高まり、また、依存症者本人

への対応の仕方についての知識が身に付く傾向が示

唆された。しかしながら、プログラム参加者の自尊

心の状態や生活への満足度はプログラムに参加して

も大きくは変わらず、依存症自体についての知識や、

依存症者と接することへの不安や、コミュニケーシ

ョンの状態、依存症者自身の治療段階の進展につい

ても有意な結果は得られなかった。また、依存症者

本人を治療に結びつけるという点に関して、依存症

専門医療機関利用者が7.1%から21.3%に増加してい

たが、統計学的な有意差を認めるには至らなかった。 

 一方、あくまで主観的な評価ではあるものの依存

症者本人と家族とで接点がない場合を除けば、乱用

状況、依存症者本人からの暴言や暴力や本人と衝突、

依存症者本人とのコミュニケーションのいずれにお

いても継続参加者の 7割以上で改善がみられた。 

 これらの成因としては、まずは調査期間が 7か月

間と短期間であり、その期間内に同施設のみで実施

した 7回のセッション（6回で 1クール分）に参加

した方を対象としたため対象候補者数を十分に確保

することができなかったことや、そのためにプログ

ラム 1クールの半期分にあたる 3回のセッション終

了後時点までの変化までしか追えなかったが挙げら

れる。また、CRAFTやGIFTはそもそも家族が依存

症者本人に積極的に関わることを通して、本人を治

療につなげることや、依存症関連行動を減らすこと、

家族自身の生活を豊かにすることを目標としたプロ

グラムである。そのため、依存症者本人と家族との

接点のあり方が、本人が治療に結びつくことや物質

使用量を減らすといった状況変化に結びつくか否か

を大きく左右する。今回の対象群においては、依存

症者本人と同居しているか頻繁に連絡を取り合うも

のを合わせても約半数程度であり、近藤らの報告 8)

によれば医療保健機関への相談者において 6割強、

家族会に至っては 4割程度となっており、依存症家

族支援プログラムの有用性の客観的、定量的評価を

困難にしている大きな要因と考えられる。一方で、

筆者の経験的には本人と連絡を取り合うことが少な

い家族においても、依存症者本人に関与、介入する

機会が突然やってくることもあるため十分にプログ

ラムの提供対象となり得ると考える。 

 また、参加者の自尊心の状態については、依存症

者本人から直接受ける被害だけではなく、依存症者

本人のことに関する「気がかり」などの心理的葛藤

からくる部分が少なくないと思われる。これは知識

やスキルを身につけるだけで解決する問題ではない

ため、個別カウンセリングの併用や、家族会などに

参加することで支持的な心理サポートを得られれば

軽減していける可能性がある。プログラム参加者に

は家族会を利用している者も含まれるため、プログ

ラムに参加するうちに参加者同士で関係ができ家族

会に自然とつながっていくケースも少なからずあり、



プログラムの利点と言える。 

 

3．本研究の限界と今後の課題 

 本研究にはさまざまな限界があるが、そのなかで

も主要なものは以下の 4つである。第一に、対象の

代表性に関する限界である。本研究は、単一施設に

おいて実施された家族教室参加者を対象としており、

また、サンプルサイズも小さく、本研究によって得

られた知見をただちに一般化することには限界があ

る。第二に、本研究における効果検証には対照群を

欠いているという限界である。このため、本研究で

明らかにされた対象者の変化が、調査対象期間にお

いて、本プログラム以外に提供された他の支援サー

ビス（調査実施施設において実施された個別相談、

あるいは、保健所や自助グループでの支援）による

影響であった可能性、あるいは、自然経過による変

化である可能性を完全には否定できない。 

 第三に、申告バイアスによる限界である。本研究

における情報収集はもっぱら家族からの申告に依拠

しており、情報はあくまでも主観的な水準にとどま

り、家族の知識およびスキルの修得を客観的に評価

したものではない。そして最後に、本研究では、本

来予定されていたプログラムの一部による介入効果

を検証するにとどまったという限界である。その背

景には、7 か月という限られた期間内にプログラム

に参加した者を対象とせざるを得ず、十分に対象者

をリクルートすることができず、3 回分終了後とい

う本来のプログラムの半分量に参加した時点で評価

せざるを得なかった。 

 以上の限界を踏まえた上で、本研究の今後の課題

についても検討しておきたい。今後の課題としては、

次に述べる 3点が考えられる。第一に、今後、プロ

グラムの有効性をより適切な評価方法で検証する研

究が必要である。理想的には、多施設共同研究とし

て対照群との比較を行い、参加者の主観的評価だけ

ではなく客観的な評価も取り入れた方法が求められ

るであろう。第二に、プログラムの改良および対象

者の特徴に合わせたプログラムの提供である。今後、

プログラムの普及を目指すにあたり他施設のスタッ

フと共同でプログラムを改良し、プログラムの内容

をより普遍化することが必要である。また、今回の

研究の結果を踏まえて、依存症の基本的な知識を習

得するためのセッションの追加や、依存症者本人と

濃厚な接点を持つ家族に対しての物質使用関連行動

に関する機能分析を学ぶセッションの追加などを検

討する必要があるかもしれない。 

 そして最後に、プログラムの提供方法である。本

プログラムは知識やスキルの習得を行うためのプロ

グラムであるため、毎週もしくは隔週 1回程度のセ

ッションを初回から通しで参加するような形式の方

が望ましい可能性もある。保健所や精神保健福祉セ

ンターではマンパワーの問題から高頻度に支援を行

うことは困難な場合が少なくないが、その一方で、

プログラム参加開始までの待機期間が延びることで

家族の参加ニーズ自体が薄れてしまう可能性も否定

できない。今後は、こういった様々な問題を踏まえ

ながら、支援者と参加家族のニーズにマッチしたプ

ログラム提供方法も検討する必要があるだろう。 

 

 

Ｅ．結論 

 

本研究においては、行政機関などで簡便に実施で

きる系統的な依存症家族支援プログラムの開発およ

び普及の足がかりとして、平成 27年 5月から 11月

までの 7か月間に同施設の家族教室参加者を対象と

してアンケート調査を行い、家族教室参加者の特徴

を明らかにするとともに、GIFTの有用性および課題

について検討を行った。プログラムに参加すること

で精神的健康度や依存症本人への対応知識の向上が

得られるなど一定の有用性があることが示されたが、

その一方で、調査対象や調査期間、評価方法などに

よる限界が少なくなかった。今後の課題としては、

プログラムをより普遍的な内容へと改良するととも

に参加家族の特徴に合わせたプログラムの提供を図

り、普及に努めること。また、行政を中心とした支

援者側と支援を受ける家族側とのニーズにマッチし

た提供方法を確立することや、より適切な方法でプ

ログラムの有効性を検討することが挙げられる。本

研究は、行政機関で実際に提供されている系統的な



依存症家族支援プログラムの有効性を検証した国内

初の研究であり、一定の臨床的意義があったと考え

る。 
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